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解　説
重要なご案内
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１ 審査事務規程の改正概要１年分

…………………………………………………………………………………………………

1第49次改正／令和５年３月 31 日施行

❶走行用前照灯の灯光色基準強化

１�．従来、平成 17年 12月 31日以前に製作された自動車について、
「走行用前照灯の灯光の色は、白色又は淡黄色であり、その全
てが同一であること。」と規定されていた。

２�．今回、平成 17 年 12 月 31 日以前に製作された自動車につい
て、「走行用前照灯の灯光の色は、白色又は淡黄色であり、同
時に点灯するすれ違い用前照灯を含む全てが同一であること。」
と赤字の文言が追加された。

▶この改正によりどうなる？
１�．従来、すれ違い用前照灯が淡黄色であり、走行用前照灯が白
色である自動車も見受けられた。

２�．改正により、走行用前照灯点灯時にすれ違い用前照灯が点灯
している場合は全て同一色であることが明確化された。

従前は…
走行用前照灯…白色

すれ違い用前照灯…淡黄色⇒

個別に審査される
場合もあった！

走行用前照灯…白色

すれ違い用前照灯…淡黄色⇒

全てが同一色であること！

今後は…
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■本書について

審査規程第55次改正（令和６年２月１日）までを収録

本書は、自動車整備士の方を対象に、自動車の継続検査に必要

な道路運送車両の保安基準及び独立行政法人自動車技術総合機構
審査事務規程を中心にまとめた書籍です。

保安基準の条項に則した審査事務規程の要点をわかりやすく編

集しています。従って、原文及び詳細等については公論出版発行

の法令集「保安基準と審査事務規程〔原文〕」などで確認してく

ださい。

審査規程は、令和６年２月１日施行の第 55 次改正までを収録

しています。このため、審査規程第 56 次以降の改正が行われた

場合、その改正部分は本書の内容と適合しなくなります。この場

合は、弊社ホームページにおいて改正内容の概要を掲載していく

予定です。

本書の編集にあたり、台数が少ないなどの理由から、次の自動

車は対象から除外してあります。

〔除外自動車〕

◎ 小型二輪自動車及び軽二輪自動車

　※公論出版「二輪自動車検査ハンドブック」参照。

◎三輪自動車

◎カタピラ及びそりを有する軽自動車

◎最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車

◎最高速度 20km/h 未満の自動車

◎幅 0.8m 以下の自動車

また、製作時期については、おおむね平成元年以降の自動車を対

象としています。昭和以前の自動車については、公論出版発行の

「自動車検査ハンドブック～昭和編～」をご覧ください。
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目 
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最近の主な審査事務規程の改正

※ 令和５年版自動車検査ハンドブック発刊後の改正（第 49 ～ 55

次改正）については、口絵参照。

■第 46 次改正／令和４年 10 月 28 日施行

❶不適切となる保護棒・保護仕切の明確化
　 車体側に保護棒又は保護仕切を備えるための受け口を設けずに

内側から押し広げる力によって両側壁等を突っ張る仕組みのも

のについては不適切な補修に該当（抵触）するとされ、不適合

となることが明確化された。

❷リヤ・オーバハング基準緩和
　 平成 30 年２月施行の第 16 次改正において、追突衝撃緩和装置

を備えた道路維持作業用自動車のリヤ・オーバハングについて

緩和措置がとられた。第 46 次改正により、物品積載装置の後

部にクレーン等を備えた自動車についても同様の緩和が行われ

た。

❸排出ガスSPN規制開始
　 CO（一酸化炭素）、HC（炭化水素）、NOx（窒素酸化物）及び

PM（粒子状物質）に続き、自動車から排出される粒子状物質

の粒子数（SPN：Solid Particle Number）の基準が追加された。

❹側方灯及び側方反射器の取付要件緩和
　 平成 18 年１月１日以降に製作された自動車に備える側方灯も

しくは側方反射器であって、最前部に取付けられたものの照明

部の最前縁は、自動車の前端から３m 以内であることが求めら

れていたが、セミトレーラについては自動車の前端から４m 以

内であればよいと緩和された。

❺自主防犯活動用自動車の防犯灯・点滅方式の基準緩和
　 自主防犯活動用自動車の防犯灯については光源が点滅するもの

は基準不適合とされていたが、光源自体の点滅であってもよい

と緩和された。

［最近の改正］

改 

正

改 

正
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■第 43 次改正／令和４年３月 29 日施行

❶事故情報計測・記録装置装備義務化
　 新型車については令和４年７月１日以降に製作された乗車定員

９人以下の乗用自動車等について、事故情報計測・記録装置、

通称 EDR（Event Data Recorder）の装備が義務化された。

❷無負荷急加速黒煙の測定簡素化
　 無負荷急加速黒煙の規制値に応じ、測定値が一定値内にあると

きは、１回目もしくは２回目の測定で検査を終了することがで

きることとなった。

■第 42 次改正／令和４年１月 31 日施行

❶「後退時車両直後確認装置」基準新設
　�新型車であれば令和４年５月１日以降、継続生産車であれば令

和６年５月１日以降に製作された自動車（詳細は省略）には、

後方 0.5m 及び 1.35m の部分、並びに後方 3.5m に位置する障

害物を確認することができる後退時車両直後確認装置の装備が

義務付けられた。

❷後部霧灯の取付高さ緩和
　 従来、平成 18 年１月１日以降に製作された自動車の後部霧灯

の上縁の高さは１m 以下である事が求められていたが、改正に

より集合式（灯器が他の灯火等と共通）のものは地上 1.2m 以

下であってもよいとされた。

❸側方照射灯の取付基準緩和
　 第 39 次改正において、クレーンブーム等については自動車の

前端に含めないと改正されたところである。今回新たに特種用

途自動車のウインチ等についても、自動車の前端に含めないも

のとされた。（第 39 次改正❷参照）。

❹圧縮水素ガスを燃料とする自動車の車体表示義務化
　 圧縮水素ガスを燃料とする乗車定員 10 人以上の乗用自動車及

び車両総重量が 3.5 トンを超える貨物自動車には、その旨を表

示することが義務付けられた。

［最近の改正］

改 

正

改 

正
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継続検査とガス容器等再試験（編集部）

△

 指定自動車整備事業者等が行う燃料電池自動車等のガス容器

等再試験の取扱要領について

★ 編注：用語について

　 「ガス容器等再試験」細目告示別添で定めるガス容器再試験及

びガス容器附属品再試験。従来の容器再検査に該当。

…………………………………………………………………………………………………

■高圧ガスの燃料装置に係る検査方法の変更

◎ 高圧ガスを燃料とする自動車のガス容器等については、国土交

通省が主管となる「道路運送車両法」及び経済産業省が主管と

なる「高圧ガス保安法」の２つの法令により規制されていた。

◎ 容器再検査までの期間が検査日以前の場合、具体的には、次の

ような工程を経て保適等を交付する必要があった。

　① 「高圧ガス保安法」に基づく容器再検査を行う。

　②「道路運送車両法」に基づき継続検査を行う。

◎ しかし、高圧ガス保安法等の改正により、CNG、LNG 及び

CHG を燃料とする自動車のガス容器等については、上記①及

び②の項目が道路運送車両法を基とする「保安基準」に一元化

されることとなった。

◎  LPGについての容器再検査は従来どおりであるが、今般の点

検基準の改正により点検項目が増えていることに注意を要する。

…………………………………………………………………………………………………

■指定整備（編集部）

◎ 指定工場は、点検に係るすべての整備を行うべきことが求めら

れている。

◎ 今回の「高圧ガスの燃料装置に係る検査方法の変更」において

も、その大前提は変更されていない。

◎ 従って、指定工場が高圧ガスを燃料とする自動車（LPG を除く）

について指定整備を行う場合、「点検」を行った上で、ガス容

［継続検査とガス容器等再試験］
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◎ 自動車に備える座席は、次に掲げる自動車に備える座席を除き、

横向きに設けられたものでないこと。

　① 乗車定員10人以上の自動車（立席を有するものに限る）

　　※ 平成29年７月25日以前に製作された自動車（平成26年７

月26日以降に型式指定を受けた自動車、新型届出及び輸入

自動車特別取扱を受けた自動車を除く）については、①の

（　）内の規定は適用しない。

　②車両総重量3.5トンを超える貨物自動車

　③緊急自動車

　④患者輸送車及びキャンピング車

　⑤大型特殊自動車及び小型特殊自動車

　⑥幼児専用車（幼児用座席は除く）

　⑦乗車定員10人の福祉タクシー車両

　⑧ 乗車定員10人以上（立席を有するものを除く）であって車両

総重量10トンを超える自動車（横向きに備えられた座席で

あってUN R80-03に適合するものに限る）

　※ 平成29年７月25日以前に製作された自動車（平成26年７月26

日以降に型式指定を受けた自動車、新型届出及び輸入自動車

特別取扱を受けた自動車を除く）については、上記⑥～⑧の

規定は適用しない。

〔適用関係の整理〕

◎ 平成24年７月21日以前に製作された乗用自動車、および平成28

年７月21日以前に製作された貨物自動車（平成26年７月22日以

降に型式の指定を受けた自動車を除く）にあっては、上記横向

き座席不可の規定は適用しない。

自動車の種別 製作年月日

乗車定員10人未満の

乗用自動車

～ H24.7.21

横向き可

H24.7.22～

横向き不可

［第22条／８－42　座席］
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…………………………………………………………………………………………………

■ご案内①
◎ 本書は、保安基準の条項に則した審査事務規程の要点をわかり

やすく編集しています。疑義等が生じた場合、必ず保安基準及
び審査事務規程の原文を確認して下さい。

◎ 保安基準及び審査事務規程の原文については、公論出版発行の

法令集「保安基準と審査事務規程〔原文〕」を是非ご活用下さい。

道路運送車両の保安基準（抜粋）
（最終改正：令和５年９月 22日・国土交通省令第 74号）

独立行政法人自動車技術総合機構 審査事務規程（抜粋）
（最終改正：令和６年２月１日・第 55次改正）

検
査
員
＆
整
備
主
任
者
の

保
安
基
準
と
審
査
事
務
規
程
〔
原
文
〕

保安基準と審査事務規程〔原文〕

令和６年版

検査員＆整備主任者の

用紙：レザック白 175kg＋PP 加工
背幅：35mmで作成（A版 35kg、856 頁）
マゼンダ箇所をDIC４３２（紺）に置き換え

平成31年
（２０１９年）

版

［令和６年４月発行］

令
和
２
年
版

◆「保安基準と審査事務規程〔原文〕　令和６年版」について
◎ 毎年４月１日にハンドブックとあわせて発売。保安基準と審査

事務規程の原文を収録したものです。

◎体裁：A4 版／本文 900P（予定）

◎定価：定価 3,000 円（税込）／送料 500 円

［ご案内］



730

…………………………………………………………………………………………………

■ご案内②
◎ 自動車検査ハンドブック令和５年版まで収録していた技術情報

（タイヤの適用リムや横滑り量の例外的取扱い車両など）につ

いては、別冊（別売）にいたしました。

自動車検査ハンドブック別冊

技術情報

令和６年４月

１．横滑り量の例外的取扱い車両一覧

２．タイヤの適用リム

３．タイヤの負荷能力

◆「自動車検査ハンドブック別冊 技術情報」について
◎ 自動車検査ハンドブックに収録していた下記の内容を移行しま

した。

　①横滑り量の例外的取扱い車両一覧

　②タイヤの適用リム

　③タイヤの負荷能力

◎体裁：B6 版（ワイド版と同様）／本文 200P（予定）

◎予価：880 円（令和６年４月１日発売予定）

［ご案内］
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　　　　　 ■発行所　株式会社 公論出版

　　　　　 　　　　　〒110-0005

　　　　　 　　　　　東京都台東区上野３－１－８

　　　　　 　　　　　電話　03-3837-5731　編集

　　　　　　　　　　　　　　　　　5745　販売

管理用コード


	R6ハンドブック_口絵_入稿データ.pdf
	P8
	P535
	P651差し替え（再）



